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研究要旨 

発達障害の臨床上の現れ方を検討する目的で、臨床症例の検討、発達障害の行動障害の臨床現

場での実態とその対応状況、また実際の対応手法である弁証法的行動療法の応用について検討し

た。 

その結果、臨床症例の中には事例化する背景の発達障害の早期発見介入に必要や、事例化後の

扱いにおいてある程度マニュアル化したアプローチが可能と考えられた。また全国精神科診療所

に関するアンケート調査で、発達障害の対応は一般精神科診療所で少なく無く、また行動上の問

題等で対応上の困難が生じている実態が浮かび上がってきた。この意味で、早期の簡易なスクリ

ーニング手法の開発と、対応のマニュアル化の必要が明らかになった。さらにこれに付随した対

応として最近欧米を中心に弁証法的行動療法（DBT）の汎用が進められており、従来の DBT に加え

家族療法的要素、発達的認知特性に合わせたスキルの導入が認められた。 

 

Ａ．研究目的 

発達障害の臨床現場での現れ方に多様性が

高いこと、また発達障害が児童期に急増してい

る現状を鑑みると、発達障害の思春期以降の病

態像を正確に把握し、その診断方法を明らかに

することは、我が国の医療福祉政策上の急務で

はないかと考えられる。 そこで精神科臨床症

例において、発達障害に併存する、精神障害の

病態を解明し、適切な診断方法開発する。また

発達障害に関する精神科臨床上の課題を明確

化するため現場の診療所を対象としたアンケ

ート調査を施行する。 

 

Ｂ．研究方法 

１）外来および入院の事例において、12 歳以

上の発達障害で DSM5 の診断クライテリアにお

いて、自閉症スペクトラム障害（ASD）あるい

は、ADHD と診断された事例において、①併存

する精神障害、②年齢、③性別、④就学、就労

状況、⑤知的障害の有無及び程度、 ⑤併存精

神障害の発病年齢、⑥問題行動【ひきこもり、

自傷他害、不登校、依存（ネット、ギャンブル、

薬物、アルコール）性関連事象】の実態を調査

する。 

２）発達障害事例の臨床上の課題がどこに多い

のかと明らかにする目的で、主に成人症例の実

態を評価するために日本精神科診療所協会所

属施設、児童思春期症例の実態を評価するため

に全国児童青年精神科医療施設協議会関連施

設（所属施設およびオブザーバー施設）に対し

て発達障害の診療に関する実態調査をアンケ

ート方式で施行する。 



３）ADHD および ASD の行動障害に関する精神

療法 

現在 ADHD および ASD の行動障害に関する精

神療法として欧米で弁証法的行動療法の応用

が試みられているこの実態を調査し我が国に

おいて利用可能なマニュアルを策定する。 

Ｃ．研究結果 

１）症例調査は開始し、進行中である。事例を

検討してみると、介入が必要な事例は事例化し

た後に発達的な問題が明らかになる事例が少

なくないことから、早期に診断閾値下の発達障

害を抽出するシステムが求められる。また今回

ASD を背景に長期ひきこもり後に凶器を多数

所持し、衝動性が高まっていた事例を検討した。

そこで患者の ASD 特性に応じたアプローチと

家族の対応能力を強化する第三者介入が同時

に施行されると衝動性を下げ安全な管理可能

な病態へ移行可能な事例があり、プロトコール

を作成した。 

 

２）日本精神科診療所協会の協力を得て、所属

施設に対してアンケート調査を平成 26 年１１

月に施行した。対象施設は都内１６０５施設。

回収は３７８施設で回収率は２３．５％ であ

った。施設の内訳は平均月間患者数が 657 人で

あり、東京、大阪、福岡などの都市部に集積し

て回答がみられた。発達障害の患者割合では 

５％未満の施設は６２．７％であり３２．７％

の施設で５％以上を占めていた。 

発達障害で内訳では。ASD が最も多く、次に

ASDおよびADHDの併存例であり、3番目がADHD

であった。また併存障害は気分障害が最も多く、

次に神経症性障害、ストレス関連障害及び身体

表現性障害であり、3  番目が統合失調症、統

合失調型障害及び妄想性障害であった。（グラ

フⅠ－３）対応の困難は 80.6％の施設で何ら

かに認められた（グラフⅠ－５）。 

特に苦慮した症状は、こだわり、巻き込み型

の強迫、暴言暴力であったグラフ（Ⅰ－６）。

また行動上の問題で個々の行動を調査すると、

暴力行為は、７４．９％の施設で、窃盗は５１．

６％の施設で、放火は１４．８％、殺人なども

４％の施設で発生していた。さらにひきこもり

８４．７％ネットゲーム依存６８．３％の施設

で認められた（グラフⅡ－１～２０）。 

発達障害に関連する問題行動に関する薬物

療法では、非定型抗精神病薬が 1番に選択され、

2番目が気分安定薬、３番目に非中枢刺激ＡＤ

ＨＤ治療薬が選ばれていた（表Ⅲ－１）。また

これらの薬剤の組み合わせ順位をみると、1番

目が非定型抗精神病薬と気分安定薬、2番目が

非定型抗精神病薬と抗うつ、３番目が非定型抗

精神病薬と抗不安薬もしくは漢方薬の組み合

わせであった。（表Ⅲ－２）。非定型抗精神病

薬の中では、リスパダール、アリピプラゾール、

オランザピンの順に多く使用されていた（表Ⅲ

－３）。また、ADHD 治療薬の中では、非中枢

刺激性 ADHD 治療薬、中枢刺激 ADHD 治療薬の順

であった（表Ⅲ－４）。これに対する対応とし

ては、各都道県に発達障害対応相談センターの

設置といった簡便な相談窓口の要望がもっと

も多く、次に簡易対応マニュアルの策定、3番

目に緊急対応施設の整備充実などが要望され

ていた（グラフ V）。 

 

３）弁証法的行動療法（DBT）は ADHD と ASD

に関してプログラムが開発されている。特色は

従来の DBT と比較して家族教育や家族療法が

併用され、患者を取り巻く広い意味での環境の

調整が統合的治療の一部に加味されている点

である。またスキル面でもこれら発達障害に適

応したスキルの習得が加えられていた。 

 

Ｄ．考察 

１）症例調査では、ASD の長期引きこもりで凶

器を所持し、家族を支配しているような事例の

介入では、第三者が ASD 特性に適合した認知行



動療法的アプローチを行う事と平行して家族

関係に介入し、家族機能を高めることで患者の

過度の退行を抑制し、衝動水準の低下を図れる

事例が存在することが明らかになり、ASD 関連

の重大事犯を未然に抑制するモデルとなると

考えられた。 

 

２）今回の全国調査結果をみると、日本精神科

診療所協会所属施設の結果では、発達障害の対

応は、外来診療の５％以上を占める施設が 3

割を超え、対応の困難は 8割の施設で感じてい

ることから、その治療上の困難に対するニーズ

は高い状況である。 

一方、児童精神科の現場では、発達障害の占

める割合、困難を感じた経験者の多さに加え、

対応方法として、発達障害対応センターや緊急

対策施設の整備充実や、対応マニュアルの作成

が多く要望されていることからも、成人施設同

様に問題行動への対応困難に対するニーズが

高いことが示唆された。 

実際には ASD 事例や ASD と ADHD の併存症例

が多くみられた。またそれを反映して、問題行

動は、こだわり、巻き込み型強迫行為などが前

景にみられた。さらに、窃盗、放火、殺人など

触法に関わる事例も少なからずクリニックレ

ベルで経験されている事実はその予防や治療

の側面から、医療、教育、行政機関の連携した

対応が重要と言えよう。今回の調査は 1２歳以

上を対象としたが、実際の触法行為、犯罪行為

は中学入学以前に問題行動が始まる事例も多

く、幼少期から成人への医療上の連携も重要な

課題と思われる。事例を検討してみると、前回

も付言したが事例化されてから初めて発達障

害が明らかになるものや、診断閾値下の発達障

害併存が認められるものがあり、診断クライテ

リアへの適合のみならず、事例の発達障害的特

性を抽出できる簡易なスケールや、それらの認

知特性に留意したケースマネージメントが求

められると言えるだろう。こうした事例への感

度を上げるにはどの様な方略が必要かを検討

する必要がある。また行政施策としては、各都

道府県に発達障害対応相談センターの設置な

どは要望されていたが、これはすでに設置され

ていても、ニーズには十分に適合していなかっ

たり、周知されていなかったりする部分がある

ことをうかがわせる。また簡易対応マニュアル

の策定・普及、緊急対応施設の整備充実も順に

ニーズは高く状況に相応した対応システムの

充実が望まれている。 

 

３）DBT の ADHD と ASD への応用はまだ始まっ

たばかりだが、衝動と情動のコントロールスキ

ルをこの技法を通じて教えていくことは有用

な印象を受けた。 

 

Ｅ．結語 

発達障害の問題行動は多様で、臨床現場でも

種々の課題が認められた。このため事例により

現場をサポートするシステムや技法が充実す

ることが、重大な事犯を未然に防げる可能性が

あると考えられ、今後今回の研究結果を前提と

したマニュアル作成を遂行する予定である。 

 

添付図表を調査概要（別紙）とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


